
様式１号（事務事業評価）

No

外

9 1

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

基幹統計調査の実施数（準備業
務も含む）

特記
事項

学校基本調査ほかの各年度調査
平成27年度：農林業センサス（補正等）、経済センサス（準備業務）、平成28年度：工業統計調査、平成29年度：工業統計調査、住宅・土地
統計調査の調査単位区設定、経済センサス（調査区設定）、平成30年度：工業統計調査、漁業センサス、農林業センサス（準備業務）、経
済センサス（準備業務・調査区設定）　※平成30年商業統計調査中止に伴い、平成29年度商業統計調査（準備業務）も中止となった。

3

3

100.0%

6

H29
目標
達成
度

課題及び改善策

B

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

H２８

4

4

100.0%

Ｈ３０

交付税
算入

無会計種別 一般 臨時

23,990,879 2,308 2,418,163 5,894,000

決算額（円） 予算額（円）

23,990,879 2,308 2,418,163 5,894,000

決算額（円） 決算額（円）

Ｈ３０

予算額（円）

5,129,000

765,000

5,894,000

2,299

9

2,308 2,418,163

Ｈ３０

H２８

決算額（円） 決算額（円）

295課・局・室・所（係）平成２９年度 事務事業評価シート

事
業
概
要

統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査
を実施する法定受託事務

対象

施策体系外 基幹統計調査の実施に関する事務

施
策
体
系

総務課 統計係

意図
調査結果をもとに、各種行政資料の基礎資料として役割を果たすた
め

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

法定受託事務として基幹統計調査を実施し、調査票を県を通じて国
へ提出

世帯や事業所など（基幹統計調査により異なる）

手段

1

2

3

歳　　出

1.7

人工数 人件費（円）

7,888,931

H２９人件費
概算

活動指標又は成果指標

支
出
内
訳

Ｈ２７

決算額（円）

23,814,179

H２９

国勢調査

経済センサス-活動調査

就業構造基本調査

住宅・土地統計調査

学校基本調査ほか

100％財
源
内
訳

割
合

歳　　入

合　　計

合　　計

Ｈ２７ H２８ H２９

176,700

23,990,879

H２９

6

5

83.0%

Ｈ２７

1,744,463

673,700

現状維持 ✔

縮小

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性



様式１号（事務事業評価）

No

外

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 人事課 296

人事管理事務（臨時分）

事
業
概
要

山陽小野田市執行機関の附属機関に関する条例に基づ
き、山陽小野田市特別職報酬等審議会を２年毎に開催
し、意見を聴く。ほか、人事管理上必要な事務を行う。

対象 審議会委員、職員

手段
山陽小野田市特別職報酬等審議会委員の募集及び審議会の開
催、人事管理事務

意図 特別職報酬等の適正化、人事管理

施
策
体
系 職員福利厚生等事業

支
出
内
訳

委員報酬 78,000 62,000

歳　　出
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

合　　計 78,000 0 62,000 0

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

78,000 62,000

合　　計 78,000 0 62,000 0

1 特別職報酬等審議会開催回数

４回 ４回

交付税
算入

無
0.2 1,166,911

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

人工数 人件費（円）

４回 ４回

100.0% 100.0%

2

H29
目標
達成
度

課題及び改善策 今後の方向性

社会情勢等から現在の特別職等の給料等が適正
かどうか審議会を２年毎に開催し、意見聴衆を行
うこととなっており、平成２９年度に審議会を開催
し、答申を受けた。意見を幅広く聴くため委員のメ
ンバー構成の検討を行う必要や女性委員の割合
を積極的に増やしていく必要がある。

成
果
の
方
向
性

拡充

A

3

特記
事項

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

現状維持

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

7 1

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

通信運搬費 540,615

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 企画政策課 企画係 297

第二次山陽小野田市総合計画策定事業

事
業
概
要

第一次山陽小野田市総合計画の計画期間が平成29年
度までのため、平成30年度以降のまちづくりを総合的・計
画的に進めるための指針となる第二次山陽小野田市総
合計画を策定する。

対象 第二次山陽小野田市総合計画

手段
市民アンケート等での市民意見、第一次の検証を踏まえ、職員で
案を作成し、基本構想審議会から答申を受け、議決を得て策定

意図
平成30年度以降に、第二次総合計画に基づく効果的で効率的
なまちづくりを行う

施
策
体
系 総合計画策定・検証事業

支
出
内
訳

委員報酬 212,000 134,000

歳　　出
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

印刷製本費 36,720 1,264,680

普通旅費、消耗品費ほか 290,571 37,738 6,951

計画策定委託料 3,000,000 6,990,000

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

合　　計 831,186 3,286,458 8,395,631 0

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

831,186 3,286,458 8,395,631

合　　計 831,186 3,286,458 8,395,631 0

1
市民による計画策定への関わり
（市民アンケート・市民まちづくり
会議・審議会）

活動

市民ｱﾝｹｰﾄ回収率30％ － －

交付税
算入

無
2.2 12,836,023

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

人工数 人件費（円）

－

回収率33％
まちづくり会議7回

審議会3回 審議会3回

110.0% － －

2
第二次山陽小野田市総合計画策
定

成果

策定作業着手 素案完了 策定完了 －

策定作業着手 80% 策定完了

100.0% 80.0% 100.0%

H29
目標
達成
度

課題及び改善策 今後の方向性

第二次総合計画に基づく効果的で効率的なまち
づくりを行っていくために、毎年計画の進捗状況
を指標等で確認する必要がある。

成
果
の
方
向
性

拡充

A

3

特記
事項

平成２９年度終了事業（事業期間：平成27年度～平成29年度）

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

現状維持

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

7 2

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 財政課 管財係 298

庁用自動車更新事業

事
業
概
要

老朽化の進む市保有の庁用自動車を、年次的にリース車
に入れ替えることにより、新車を購入するのに比べ単年度
の出費を軽減させ、また、普通自動車を減らし軽自動車
を増やすことにより修繕費や燃料費を軽減させる。

対象 管財課所管の共用車及び予約車

手段 庁用自動車管理規定に基づき適正な管理・運行・整備を行う

意図 公平な車両供給と効率化及び維持管理費の削減を図る

施
策
体
系 施策体系外

支
出
内
訳

機械借上料 392,040 0

歳　　出
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

保険料（任意保険） 40,722 0

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

合　　計 0 0 432,762 0

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

432,762 0

合　　計 0 0 432,762 0

1 更新車両数 成果

交付税
算入

無
0.2 1,166,911

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

人工数 人件費（円）

0台

0台 0台 4台

2
共用自動車の内リース車の割合
（特殊車両を除く）

活動

21台/33台

１９台/３３台 19台/33台

21台/33台

17台/33台 17台/33台 21台/33台

51.5% 51.5% 63.6%

21台/33台

57.6% 57.6% 63.6%

H29
目標
達成
度

課題及び改善策 今後の方向性

老朽化した市保有車が残り９台あり、引続き車両
を更新していく必要がある。今後は、機械借上料
だけでなく、燃費性能による燃料費の縮減なども
総合的に判断しながら、車両の更新を進めていく
ことが肝要である。

成
果
の
方
向
性

拡充

A

3
共用自動車の内軽自動車の割合
（特殊車両を除く）

活動

特記
事項

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

現状維持 ✔

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

2 2

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 市民課 299

マイナンバーカード等の記載事項の充実に関するシステム改修事業

事
業
概
要

政府は、「誰もが活躍できる一億総活躍社会」の実現に向け、女
性一人ひとりが自らの希望に応じて活躍できる社会づくりに取り
組んでいる。その具体的取り組みとして、希望する者に係るマイ
ナンバーカード等へ旧氏の併記等を可能とするよう関係法令の
改正を行うことから、これに対応出来るよう住基システム等の改修
を行う。

対象 住民基本台帳に記載されている全市民

手段 既存住基システム、住基ネット等の改修

意図 マイナンバーカーﾄﾞ等への旧氏等を記載する

施
策
体
系 社会保障・税番号制度対応事業

支
出
内
訳

システム改修委託料 3,445,200 20,412,000

歳　　出
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

合　　計 0 0 3,445,200 20,412,000

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

10/10 3,445,000 20,412,000

200

合　　計 0 0 3,445,200 20,412,000

1 既存住基システム等の改修 活動

改修パッケージの購入・分析

交付税
算入

無
1 5,834,556

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

人工数 人件費（円）

改修パッケージの適用

100%

100.0%

2

H29
目標
達成
度

課題及び改善策 今後の方向性

マイナンバーカード等の記載事項の充実につい
て、平成31年11月施行予定に間に合うよう、シス
テム改修を行う予定である。

成
果
の
方
向
性

拡充

A

3

特記
事項

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

現状維持 ✔

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

1 3.4

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

普通旅費 171,420

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 教育総務課 総務係 300

教育長会議参加事業

事
業
概
要

都市教育長会は教育委員会同士の連携を深めるために設
立された団体で、本市の教育長が全国・中国地区・山口県の
各都市教育長会会議に参加し、課題の解決に知恵を出し合
い、最新の動向や先進事例を学ぶ。

対象 教育長

手段 会議への参加

意図 教育長の資質能力と本市の教育の向上

施
策
体
系

272,000

教育委員会事業

支
出
内
訳

全国都市教育長協議会負担金 17,000 17,000 17,000 17,000

歳　　出
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

中国地区都市教育長会負担金 4,750 4,750 4,750 5,000

通行料 7,800 8,000

諸会議負担金 23,000 23,000 23,000 23,000

138,790 79,648

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

合　　計 216,170 191,340 124,398 325,000

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

216,170 191,340 124,398 325,000

合　　計 216,170 191,340 124,398 325,000

1
全国・中国・山口県都市教育長会
議出席回数

活動

６回 ６回 ６回

交付税
算入

無
0.05 291,728

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

会計種別 一般 経常・臨時
H２９人件費

概算

人工数 人件費（円）

６回

４回 ３回 ６回

66.6% 50.0% 100.0%

2

H29
目標
達成
度

課題及び改善策 今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

A

3

特記
事項

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

現状維持 ✔

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

1 5

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）
歳　　出

Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

40,030 42,530 56,569

606,312

202,346 228,183

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 教育総務課 総務係 301

公用車更新事業

事
業
概
要

教育委員会で管理している市所有の公用車２台について
は、取得後２０年が経過して著しく老朽化しているため、
新車をリースして更新する。

対象 公用車

手段 著しく老朽化した公用車をリースで新車に更新

意図 交通安全の確保

施
策
体
系 教育委員会事業

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名

機械器具借上料 375,480 332,664 470,016

合　　計 621,605 575,040 740,729 882,081

燃料費 219,200

支
出
内
訳

保険料 40,930

割
合

621,605 575,040 740,729 882,081

205,195

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

財
源
内
訳

1 車両の更新台数 活動

2台

交付税
算入

合　　計 621,605 575,040 740,729

0.05 291,728

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

Ｈ３０

882,081

人工数 人件費（円）

１台

２台

100.0%

無

2

課題及び改善策 今後の方向性
H29
目標
達成
度

3

特記
事項

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

A

現状維持 ✔

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

1 3

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

合　　計 0

小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名 事務事業名

市広報等による周知、選挙管理委員会での決定、告示、通知

有権者、候補者、関係機関

手段

その他

1,728,000

2,723,522

8,530,787

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９

人材派遣委託料

302課・局・室・所（係）平成２９年度 事務事業評価シート

事
業
概
要

選挙時登録をした選挙人名簿により投票所入場券を有権
者に配布する。公示（告示）日の翌日から選挙期日の前
日まで期日前及び不在者投票を行う。選挙期日に投票及
び開票を行い、開票結果を県選挙管理委員会に報告す
る。

対象

選挙の管理施行事業（施策体系外） 衆議院議員選挙事業

施
策
体
系

選挙管理委員会事務局 白石　俊之

意図 選挙の適正な執行

大項目（政策） 中項目（施策）

Ｈ３０

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

137,312

Ｈ３０

H２８

決算額（円） 決算額（円）

8,624,441

1,748,042

歳　　出

支
出
内
訳

Ｈ２７

決算額（円）

H２９

時間外勤務手当

通信運搬費

ポスター掲示場設置委託料

00 23,354,792

0 0 23,354,792合　　計

Ｈ２７

0

決算額（円） 予算額（円）決算額（円） 決算額（円）

23,217,480

会計種別 一般 臨時

1

2

3

1.1

人工数 人件費（円）

6,418,012

H２９人件費
概算

活動指標又は成果指標 H２９

０件

1件

0.0%

成果

コスト投入の方向性

交付税
算入

無

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

H２８ Ｈ３０

現状維持 ✔

縮小

管理執行上の問題発生件数

特記
事項

投票率向上のための即効性のある有効な手段はないが、投票環境の向上や常時啓発を行う

H29
目標
達成
度

課題及び改善策

山口県においては、選挙期日の前日に「当日有
権者概数」として市町選挙管理委員会から報告さ
せ、午後５時に公表している。10月21日15時報告
時に10月22日選挙人名簿抹消の転出者1名分が
含まれており差異が生じた。誤りに気づいた時点
で訂正し、県選管に報告した。
本件は、前日の概数報告であり選挙当日には修
正されており、また、投票率等に影響もない事例
であったが、選挙事務は軽微な誤りも含め常に
100点満点の執行が求められるものであり、改めて
再発防止について注意喚起を行った。

D

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充



様式１号（事務事業評価）

No

外

1 5

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）
歳　　出

Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

7,658,005

1,296,000

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 選挙管理委員会事務局 白石　俊之 303

山口県知事選挙事業

事
業
概
要

選挙時登録をした選挙人名簿により投票所入場券を有権
者に配布する。告示日の翌日から選挙期日の前日まで期
日前及び不在者投票を行う。選挙期日に投票及び開票
を行い、開票結果を県選挙管理委員会に報告する。

対象 有権者、候補者、関係機関

手段 市広報等による周知、選挙管理委員会での決定、告示、通知

意図 選挙の適正な執行

施
策
体
系 選挙の管理施行事業（施策体系外）

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名

その他 5,066,483

人材派遣委託料 3,033,806

通信運搬費 1,685,683

合　　計 0 0 18,739,977 0

ポスター掲示場設置委託料

支
出
内
訳

時間外勤務手当

割
合

10/10 18,739,977

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

財
源
内
訳

1 管理執行上の問題発生件数 成果

0件

交付税
算入

合　　計 0 0 18,739,977

0.4 2,333,822

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

Ｈ３０

0

人工数 人件費（円）

０件

100.0%

無

2

課題及び改善策 今後の方向性
H29
目標
達成
度

3

特記
事項

投票率向上のための即効性のある有効な手段はないが、投票環境の向上や常時啓発を行う

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

投票率が低下傾向にある。
成
果
の
方
向
性

拡充

A

現状維持 ✔

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

1 8

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）
歳　　出

Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

590,912 5,392,958

594,000 594,000

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 選挙管理委員会事務局 白石　俊之 304

山陽小野田市長選挙事業

事
業
概
要

選挙時登録をした選挙人名簿により投票所入場券を有権
者に配布する。告示日に候補者の届出を受理する。投票
用紙を調製し、告示日の翌日から選挙期日の前日まで期
日前及び不在者投票を行う。選挙期日に投票及び開票
（選挙会）を行い当選人を決定する。

対象 有権者、候補者、関係機関

手段 市広報等による周知、選挙管理委員会での決定、告示、通知

意図 選挙の適正な執行

施
策
体
系 選挙の管理施行事業（施策体系外）

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名

その他 1,371,216 5,748,005

人材派遣委託料 579,919 1,467,841

通信運搬費 1,599,900 0

合　　計 0 4,735,947 13,202,804 0

ポスター掲示場設置委託料

支
出
内
訳

時間外勤務手当

割
合

4,735,947 13,202,804

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

財
源
内
訳

1 管理執行上の問題発生件数 成果

０件 ０件

交付税
算入

合　　計 0 4,735,947 13,202,804

0.8 4,667,645

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

Ｈ３０

0

人工数 人件費（円）

０件 ０件

100.0% 100.0%

無

2

課題及び改善策 今後の方向性
H29
目標
達成
度

3

特記
事項

投票率向上のための即効性のある有効な手段はないが、投票環境の向上や常時啓発を行う

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

投票率が低下している。
成
果
の
方
向
性

拡充

A

現状維持 ✔

縮小

休廃止



様式１号（事務事業評価）

No

外

1 9

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

事務事業名

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）
歳　　出

Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

6,825,632

1,728,000

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） 選挙管理委員会事務局 白石　俊之 305

山陽小野田市議会議員選挙事業

事
業
概
要

選挙時登録をした選挙人名簿により投票所入場券を有権
者に配布する。告示日に候補者の届出を受理する。投票
用紙を調製し、告示日の翌日から選挙期日の前日まで期
日前及び不在者投票を行う。選挙期日に投票及び開票
（選挙会）を行い当選人を決定する。

対象 有権者、候補者、関係機関

手段 市広報等による周知、選挙管理委員会での決定、告示、通知

意図 選挙の適正な執行

施
策
体
系 選挙の管理施行事業（施策体系外）

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

施策体系外

実施計画名

その他 22,368,844

人材派遣委託料 2,244,325

通信運搬費 1,614,680

合　　計 0 0 34,781,481 0

ポスター掲示場設置委託料

支
出
内
訳

時間外勤務手当

割
合

34,781,481

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

財
源
内
訳

1 管理執行上の問題発生件数 成果

０件

交付税
算入

合　　計 0 0 34,781,481

1.1 6,418,012

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

Ｈ３０

0

人工数 人件費（円）

０件

100.0%

無

2

課題及び改善策 今後の方向性
H29
目標
達成
度

3

特記
事項

投票率向上のための即効性のある有効な手段はないが、投票環境の向上や常時啓発を行う

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

投票率が低下傾向にある。
成
果
の
方
向
性

拡充

A

現状維持 ✔

縮小

休廃止


